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　中小企業の多くが適用する中小企業投資促
進税制と中小企業経営強化税制だが、令和7
年度税制改正により令和9年3月31日まで
2年間延長されることになる。特に中小企業
経営強化税制については、成長意欲の高い中
小企業の設備投資を後押しするため、収益力
強化設備（B類型）について、売上高100億
円を目指す中小企業に係る拡充措置を講ずる
こととしている（図表1参照）。
取得価額は1,000万円以上
　具体的には、売上高100億円超を目指す投
資計画が、経営規模拡大要件を満たすもので
ある場合に、その計画に基づいて行う設備投
資について、B類型の対象資産に建物を追加

するというもの。①賃上げ率2.5%以上の計
画の場合は、建物に対する特別償却15%又
は税額控除1%、②賃上げ率5%以上の計画
の場合は、建物に対する特別償却25%又は
税額控除2%を適用できる。建物は、併せて
取得する附属設備も含まれ、取得価額の合計
額が1,000万円以上のものとされている。な
お、経営規模拡大要件とは図表2の通りと
なっている。
　ただし、拡充措置に係る計画期間中は、中
小企業投資促進税制及び中小企業者等の少額
減価償却資産の取得価額の損金算入の特例に
ついては適用不可とする方向であるため留意
したい。

　中小企業の多くが適用している中小企業投資促進税制及び中小企業経営強化税制について
は、令和7年3月31日で適用期限切れとなるため、令和7年度税制改正では、適用期限が延長
されるか否かが大きな注目点の1つとされていた。これらの投資減税については、適用期限が
2年間延長されるとともに、中小企業経営強化税制については、インセンティブ措置としての
機能を発揮できるよう適用要件等の見直しが行われることになった。特に中小企業経営強化税
制の収益力強化設備（B類型）については、売上高100億円超を目指す中小企業を対象に建物
を新たに追加する。
　また、同じく令和7年3月31日で適用期限切れとなる中小法人等の軽減税率の特例も2年間
延長することとなったが、所得10億円超の中小法人等は税率が2%上がり17%とされた。中
小法人等の軽減税率は、リーマンショックの際の経済対策として時限的に設けられた措置であ
ることを踏まえ、次の適用時期の到来時に改めて見直しを検討することとされている。
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　中小企業経営強化税制の各類型の要件の見
直しも併せて行われる。「生産性向上設備」
であるA類型については、現行制度では、「旧
モデルと比べて生産性が年平均1%以上改善
する設備」とされているが、この生産性の指
標が見直される。生産性の指標については、

「単位時間当たりの生産量」「歩留まり率」「投
入コスト削減率」のいずれかにより評価する
こととされる。また、「収益力強化設備」のB
類型では、「投資利益率が5%以上の投資計画
に係る設備」が対象となっているが、投資利
益率を「7%以上」に引き上げる。
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【図1】海外金融機関からの預金利子等の申告漏れが発覚した調査事例
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※　中国非居住者企業である原告法人は、中国国内源泉所得である中国法人出資持分譲渡により生じた所得について中国企業所得税の
納付義務があった。また、中国法人（出資持分譲渡対象会社）は、税務当局に対し課税に関する協力義務を負っていた。
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（ステップ1）

関連法人3社
（不動産管理会社等）

相続人子供4名

（ステップ2）

税務署の指導のもと、
買換資産を平成21年4
月30日付けで取得した
ものとした修正申告書
を提出。過少申告加算
税等500万円が発生。

：実施期間終了前に計画変更申請（取得設備の追加）をし、認定が実施期間終了後になる場合は当該計画変更時
　　　　 に実施期間も延長することが必要。

ケース2：実施期間終了前に取得した設備については、実施期間終了後に変更申請ができないため、新規申請（設備取得
　から60日以内）があらためて必要（ケース2）。
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【図表1】取得価額のステップアップによる二重課税調整
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【図表3】退職所得控除の調整規定等の見直し（案）
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【図表4】国外関連者への支払に係る資料提供が十分になされず、その支払いの経費性についての
　　　　  実態確認に困難を来した事案

【事案の概要】
・国外親会社が各国の子会社の各種間接経費を集約し、各子会社に一括で配賦し、その支払を請求。その中で調
査対象法人が負担する必要のない多額の費用の支払により日本子会社の所得が流出していることが疑われた。

・調査で資料の提供を再三要求するも、親法人に請求された金額を支払っているのみで詳細は不明、費用配賦の
根拠等は、親法人が保有しているため、提出は不可、そもそも、計算根拠といったものは、調査時に要求されて
から用意すればよく、調査対象法人に保存義務はない等の主張を行い、十分な資料提供がなかった。

【問題点等】
・シェアードコスト契約によるグループ会社間での経費配賦に対し、調査対象者から十分な資料の収集ができな
かったことが要因の一つとなり、親会社から配賦される経費の実態確認ができず。

経費配賦

経費配賦

経費配賦

支払

支払

支払

A国

国外親会社

調査対象法人

B国
世界各拠点

C国
世界各拠点

日本

（出典：第1回  経済社会のデジタル化への対応と納税環境整備に関する専門家会合提出資料）

調査対象法人以外に関する
経費が含まれている疑義

質問検査権行使し、
資料の提出を要求

十分な資料提供がなされず

実態確認できず

※資本金3,000万円以下の法人に適用
（注1）中小企業経営強化税制の対象資産は、機械装置、工具（A類型の場合には、測定工具又は検査工具に限る。）、ソフトウェア、器具備品、建物
附属設備及び建物（拡充措置に係るものに限る。）

（注2）中小企業投資促進税制の対象資産は、機械装置、測定工具・検査工具、ソフトウェア、貨物自動車、船舶
（注3）税額控除の上限は、中小企業投資促進税制と中小企業経営強化税制とを合わせ、法人税額の20%を上限とし、 控除しきれない金額は、1年
間の繰越し可能

中 小 企 業 経 営 強 化 税 制

即時償却
税額控除
7or10%※

中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計画に基づいて行う設備投資が対象

生産性向上設備（A類型）旧モデルと比べて生産性が年平均1%以上改善する設備【改正案：生産性の指標の見直し】

経営資源集約化設備（D類型） 修正ROA又は有形固定資産回転率が一定以上上昇する設備

デジタル化設備（C類型）【改正案：廃止】 遠隔操作、可視化、自動制御化のいずれかを可能に
する設備

収益力強化設備（B類型）

【改正案：売上高100億円超を目指す中小企業に係る拡充措置】

投資利益率が5%以上【改正案：7%以上】の投資計画に係る設備

　売上高100億円超を目指す投資計画が、経営規模拡大要件を満たすものである場合に、その
計画に基づいて行う設備投資について、B類型の対象資産に建物を追加し、次の措置を講ずる。
○ 賃上げ率2.5%以上の計画……建物に対する特別償却15%又は税額控除1%
○ 賃上げ率5%以上の計画……建物に対する特別償却25%又は税額控除2%
※ 上記の建物には、建物とあわせて取得するその附属設備を含む。

【その他改正案】
・食品等事業者が、「持続的供給事業活動計画（仮称）」の認定を受けた場合に、その計画が経営力
向上計画の認定要件を満たすものであったときは、経営力向上計画の認定を受けたものとみなし、
中小企業経営強化税制（拡充措置を含む。）の適用可（申請手続ワンストップ化）

・対象資産から暗号資産マイニング業の用に供する設備を除外

中 小 企 業 投 資 促 進 税 制特別償却30%
税額控除7%※
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　なお、新型コロナ対応として令和2年度税
制改正で導入された「デジタル化設備」のC
類型については除外（適用期限で廃止）され
る。
　そのほか、暗号資産マイニング業の用に供
する設備が対象設備から除外される。令和5
年度税制改正では、コインランドリー業（病
院、寄宿舎等の施設内に設置されているもの
は除く）とともに暗号資産マイニング業が除
外されており、多くの節税スキームが封じら
れることになった。ただし、除外となったの

は、「管理のおおむね全部を他の者に委託す
る場合」に限られていたため、一部ではある
ものの、形式的な要件を揃え、「事業の用に
供した」として中小企業経営強化税制を適用
した事例があったことから完全に対象設備か
ら除外されることになっている。
　また、食品等の流通の合理化及び取引の適
正化に関する法律の改正を前提として、同法
の認定を受けた持続的供給事業活動計画（仮
称）に記載された経営力向上設備等も中小企
業経営強化税制の対象とする。

　中小法人等の軽減税率の特例については、
賃上げや物価高への対応に迫られている中小
企業の状況を踏まえ、2年間延長されること
になった。
所得10億円超の中小法人等は17%に
　ただし、リーマンショック以降一律に適用
されてきた特例税率を一部見直すこととし、
所得10 億円超の中小法人等は 2% 上げて
17%（現行15%）とする。見直しの影響額は
1社あたり＋16万円としている。また、グ

ループ通算制度の適用を受けている法人につ
いては、特例税率の対象から除外する。
　なお、中小法人等の軽減税率の特例につい
ては、リーマンショックの際の経済対策とし
て時限的に設けられた措置であることを踏ま
え、次の適用期限（令和9年3月31日）の到
来時に改めて見直しの検討を行うとしている。
この点、政府税制調査会の議論でも見直しや
廃止・縮小を求める意見が寄せられている

（本誌1053号39頁参照）。

【図表2】経営規模拡大要件

〇売上向上のための施策及び設備投資時期を示した行程表（ロードマップ）を作成していること
〇基準年度（経営力向上計画の認定を申請する事業年度の直前の事業年度）の売上高が10億円超90億円
未満であること

〇売上高100億円超を目指すための事業基盤、財務基盤及び組織基盤が整っていること
〇売上高100億円超及び年平均10%以上の売上高成長率を目指す投資計画であること
〇次の要件を満たす設備投資を行う投資計画であること
・導入予定の設備が、売上高の増加に貢献するものであること
・経営力向上計画の認定を受けた日から2年以内に導入予定の設備の取得価額の合計額が、1億円と基
準事業年度の売上高の5%相当額とのいずれか高い金額以上であること
・生産性の向上に資する設備の導入に伴い建物及びその附属設備の新設又は増設をするものであること

〇投資計画の計画期間中において、給与等の支給額を増加させるものであること
〇上記のほか、売上高100億円超を目指すために必要とされる要件を満たすこと

中小法人の軽減税率の特例は2年延長も一律適用を見直し
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